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Ⅰ は じ め に

現在，海上運送状（Sea-Waybill ; SWB）の普及率は高い水準にある。第 1図は，日

本の大手船会社 A が発行した運送書類比
1

率の推移である。ここでは，海上運送状の使

用率（2007年 9月現在）が船荷証券（Bill of Lading ; B/
2

L）の使用率を超えて，55％と

なっている。また，同じく日本の船会社 B における海上運送状の使用率（2004年）も

船荷証券の使用率を超えて 59.1％であっ
3

た。さらに，船会社 A の使用率を航路別でみ

た場合，何れの航路においても，海上運送状の使用率は上昇している（第 2図を参

照）。同様の結果が最近の研究や調査においても報告されてい
4

る。上記の船会社 B の資

料において，当時（1992年）の海上運送状の使用率が 9％であったことを考える
5

と，

驚くべき使用率の伸びである。

────────────
１ 日本で発行したコンテナ船に対する運送書類の件数ベースである。
２ 船荷証券（Bill of Lading）とは，運送品の引渡請求権を表彰した有価証券（大陸法）または権利証券
（英米法）である。船荷証券は，以下の三つの基本的性質を持っている。それは，漓運送契約の証拠（evi-
dence）滷引渡請求権を化体した権利証券（document of title）澆物品の受領証（receipt）である。この証
券は，国際売買で用いられる船積書類の中でも最も重要な位置を占めるものである。新堀聰『ビジネス
・ゼミナール 貿易取引入門』日本経済新聞社，1992年，182ページを参照。

３ 拙稿（2005）「海上運送状の普及と『取引の依存性』に関する事例研究」『国際商取引学会年報』第 7
号，124−132ページ。

４ 例えば，Report of the Working Group on Electronic Data Interchange（EDI）on the Work of its Thirtieth Ses-
sion,（28 May−14 June 1996）, United Nations Commission on International Trade Law, Twenty-ninth session,
New York. 合田浩之（2007）「記名式船荷証券・海上運送状の卓越－その意味するところについて－」
『国際商取引学会年報』第 9号，246−257ページなどがある。また，海上運送状が普及した理由を調査
した研究には，拙稿（2004）「海上運送状の普及とその採用要因に関する研究」『国際商取引学会年報』
第 6号，84−94ページ，Naganuma, K.,（2006）The Diffusion of the Sea-Way Bill and the Progress of e-
Trade,The Journal of Korea Research Society for Customs, Vol. 7, No. 3, pp. 379−94がある。

５ 新堀聰『貿易売買 最新の理論と今後の展望』同文舘，2001年，220ページを参照。
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第 1図 船会社 A が発行した運送書類比率の推移

出所：船会社 A に提供して頂いた資料をもとに著者が作成。
注：2007年の数値は 2007年 9月までのものである。

第 2図 船会社 A が発行した運送書類比率（航路別）

出所：船会社 A に提供して頂いた資料をもとに著者が作成。
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このように，普及が進む海上運送状であるが，近年では，この海上運送状を電子化

し，電子海上運送状（Electronic Sea-Waybill；以下では e-SWB）を使用する動きがあ

る。例えば，マースク株式会社は，今後，発行する海上運送状は原則として電子化する

ことを発表している。また，日本の船会社である日本郵船株式会社も e-SWBを採用し

てい
6

る。この船会社が発行する e-SWBの登場は，荷主・船会社間の電子化に留まら

ず，取引関係者を巻き込み，停滞していた（国際取引で使用される）運送書類の電子化

を進展させる可能性がある。そして，結果的には，国際電子商取引（B 2 B，B 2 G）の

進展を後押しするのではないかと考える。

そこで，本稿では，まず，e-SWBの概要とその現状について考察する。次に，e-SWB

の普及に影響を与えると予想する 3つのポイント（仮説）を提示する。最後に，上述し

たポイントの影響を受けて，今後，e-SWBがどのように普及していくか，そして，普

及を推進していくためにはどのような方策が必要になるかについて論じる。

Ⅱ e-SWBの概要と普及状況

マースク株式会社は，2007年 5月，サービスの向上を目指して，e-SWBを推進して

いくことを発表した。同社は，今後，全ての海上運送状を，顧客の希望または諸条件に

より同社のサイトで閲覧するか，eメールアドレスに PDF形式の添付ファイルとして

送付することを決定してい
7

る。e-SWBの使用によって，荷主である企業は，紙の海上

運送状に比べて，取引の迅速化とコスト削減を実現できると考えられる。

e-SWBとは，海上運送状を電子化したものであり，主に情報の伝達を目的としてい

る。海上運送状は，船荷証券とは異なり，権利証券ではなく，流通証券ではない。歴史

的には，船荷証券は運送人から顧客への約束であるのに対して，運送状は荷送人から荷

受人への連絡状に過ぎなかった。運送状への明細の記載は，荷送人によって行われ，運

送人は単に記入済の運送状に署名するのが普通である。日本の商法では，第 570条に運

送状に関する規定があるが，「荷送人ハ運送人ノ請求ニ因リ運送状ヲ交付スルコトヲ要

ス」とあり，運送状は荷送人が作成して運送人に交付する建前になってい
8

る。

このように，運送状は本来荷送人から荷受人への連絡状であって物品の引渡請求権を

化体していない。そのため，運送人は適当な確認手続きをした上で運送状に記載されて

いる荷受人に物品を引渡せば良いのである。現在使用されている海上運送状の体裁は一

見して船荷証券と殆ど変らない。ただ，冒頭に“Bill of Lading”の代わりに，“Way-

────────────
６ 日本郵船株式会社の HP, http : //www2.nykline.com/help/overview_japanese.html（2007/10/10）。
７ マースク株式会社の HP, http : //www.maerskline.com/link/?page＝home（2007/05/01）を参照。
８ 新堀聰『貿易取引の理論と実践』三嶺書房，1993年，169−171ページを参照。
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bill”または“Sea Waybill”と印刷され，船荷証券と異なり証券と引換えに物品を引渡

す旨の文言は入っていな
9

い。

この海上運送状を電子化したものが e-SWBとなる。現時点で，日本の商法には，e-

SWBに関する規定はなく，日本の法律において，e-SWBは存在しない。そこで，ま

ず，現在，条約の成立を目指している UNCTRAL 物品運送条約案を参考に，e-SWBの

定義について考察する。この条約案では，e-SWBと e-B/
10

Lの定義に関して，第 1条第 21

項と第 22項において以下のように規定してい
11

る。

Article 1. Definitions

For the purposes of this Convention :

21．“Negotiable electronic transport record”means an electronic transport record :

（a）That indicates, by statements such as“to order”，or“negotiable”，or other ap-

propriate statements recognized as having the same effect by the law applicable to the

record, that the goods have been consigned to the order of the shipper or to the order

of the consignee, and is not explicitly stated as being“non-negotiable”or“not negotia-

ble”; and

（b）The use of which meets the requirements of article 9, paragraph 1.

22．“Non-negotiable electronic transport record”means an electronic transport record

that is not a negotiable electronic transport record.

第 1条定義

本条約では，

第 21項 「流通可能電子的運送記録」とは次をいう。

（a）「指図式」又は「流通可能」の宣明により，又はその記録に適用される法に

より同じ効力を有するものと認識されているその他の適当な宣明により，当該物品

が荷送人の指図又は荷受人の指図に委ねられていることを示しており，且つ「流通

不能」であることを明示的に述べておらず，且つ

（b）その使用が第 9条 1項の要件を充たしていること。

第 22項 「流通不能電子的運送記録」とは，流通可能電子的運送記録ではない電
────────────
９ 新堀聰『実践・貿易取引』日本経済新聞社，1998年，188−189ページを参照。
１０ 船荷証券を電子化したものが e-B/L（Electronic Bill of Lading）である。
１１ UNCTRAL 物品運送条約案の原文については UNCITRAL の HPを参照。UNCITRAL の HP，「A/CN.9/

WG.III/WP.81−Transport Law : Draft convention on the carriage of goods［wholly or partly］［by sea］」，
http : //daccessdds.un.org/doc/UNDOC/LTD/V 07/807/35/PDF/V 0780735.pdf?OpenElement（2007/10/15）. ま
た，その翻訳については，古田伸一「UNCITRAL 物品運送条約草案」，http : //www7a.biglobe.ne.jp/˜s_fu-
ruta/102.pdf，（2007/10/15）を参照。
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子的運送記録をいう。

上記条約案において，e-SWBとは，「指図式」や「流通可能」と記述されていない

「流通不能」であることが明示的に述べられた電子的運送記録を指してい
12

る。そのため

に，航海中に証券を移転することによって運送品を転売することはできず，担保力もな

い。そして，この e-SWBを使用するためには，当事者間で使用に関する合意が必要と

なる。この点について，第 8条に以下のように規定されている。

Article 8. Use and effect of electronic transport records

Subject to the requirements set out in this Convention :

（a）Anything that is to be in or on a transport document pursuant to this Convention

may be recorded in an electronic transport record, provided the issuance and subsequent

use of an electronic transport record is with the consent of the carrier and the shipper ;

and

（b）The issuance, control, or transfer of an electronic transport record has the same ef-

fect as the issuance, possession, or transfer of a transport document.

第 8条 電子的運送記録の使用と効果

本条約で設定された要件に従い：

（a）本条約により運送書類に含まれるべき如何なるものも，電子的運送記録の発

行とその後の使用が運送人と荷送人との合意にも基づくものであれば，電子的運送

記録に記録されることができる；及び

（b）電子的運送記録の発行，支配，又は移転は，運送書類の発行，所持，又は移

転と同じ効力を有する。

以上のように，e-SWBとは船荷証券とは異なり，有価証券ないし権利証券ではな

く，主に情報の伝達を目的としている。その性質としては，漓運送契約の証拠（evi-

dence）滷物品の受領証（receipt）があげられる。そして，その使用には当事者の合意

が必要となる。

次に，実際に使用されている e-SWBを参考にその仕組みについて考察する。具体的

に使用されている e-SWBは以下の二種類である。まずは，ボレロをはじめとするプラ
────────────
１２ 第四次草案に，要サレンダーの流通不能の運送書類／電子的運送記録に関する規定が新たに設けられ

た。これが有価証券ないし権原証券であるかは準拠国法による。古田伸一（2007年）「UNCITRAL 物
品運送条約草案審議状況要点フォローメモ」，http : //www7a.biglobe.ne.jp/˜s_furuta/208.pdf,（2007/10/
15），11ページを参照。
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ットフォーム・ビジネスが提供する e-SWBである。これは，プラットフォーム・ビジ

ネスが構築する技術的・法的プラットフォーム内で，XML で構成された定型電子文書

（もしくは，海上運送状をスキャンした PDFファイル）を送受信するという仕組みにな

っている（第 3図を参照）。プラットフォーム・ビジネスが e-SWBの送受信に関与す

るために，安全性が高いシステムとなっている。例えば，荷送人が荷受人に e-SWBを

送信する場合にも，プラットフォーム・ビジネスを仲介するために，善意悪意に関わら

ず改竄が生じた場合には，すぐに知ることができる。また，e-SWBが発行される際に

は，デジタル署名も一緒に添付されるので，その作成者を客観的に証明できる。このよ

うに，後述する船会社が発行している e-SWBに比べて安全性は高くなる。その反面，

船会社の e-SWBよりも利用するコストは高くなる点や，そのプラットフォームへの参

加者が少ないと使用する機会も減ってしまうというデメリットも存在す
13

る。

次は船会社が発行している e-SWBである。これはインターネット SWBとも呼ばれ

ている。その仕組みは，紙の海上運送状を PDFファイル化して，電子メールに添付

し，送信するもの（第 4図を参照）と Webから入手したデータを荷送人が所定の用紙

（e-SWBの場合は普通紙）に印刷して，使用するものがある（第 5図を参照）。上述し

たプラットフォーム・ビジネスの e-SWBに比べて，簡便であるために，使用者にとっ

ては使いやすい。これらの e-SWBを使用することよって，荷主である企業は，紙の海

上運送状に比べて，取引の迅速化とコスト削減を実現できると考えられる。

しかしながら，現時点では，これらの e-SWBの普及は進んでいない。まず，船会社
────────────
１３ 拙稿（2006年）「『貿易取引の電子化』の普及とそれを阻害する要因についての研究」『国際商取引学会

年報』第 8号，122−29ページを参照。

第 3図 プラットフォーム・ビジネスが提供する e-SWBの仕組み
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の状況であるが，例えば，海上運送状の発行は原則として電子化すると発表しているマ

ースク株式会社においても，顧客に協力を要請し，電子化を促進している段階にあると

発表している。つまり，現状，電子化は 100％に至っていない。また，上記した船会社

A の e-SWBの使用率（e-B/Lを含む）は，33.3％（2006年度）となっている。

次に，荷主サイドにおいても，自動車部品，住設機器，空調機器などを製造する大手

資材メーカーである C社の使用率は，0.4％程度（2007年 9月現在）である。また，

総合商社 D 社では，今までの取引で e-SWBを使用したことはないという回答であっ
14

た。現時点では，e-SWBの普及は船会社が期待するほ
15

ど進んでいないといえる。
────────────
１４ 現在，商社・製造業数社への聞取り調査を進めている。
１５ 荷主と輸送編集部（2007年）「Eコマースの現状と展望」『荷主と輸送』第 397号，6−8ページを参照。

第 5図 船会社が提供する e-SWBの仕組み滷

第 4図 船会社が提供する e-SWBの仕組み漓
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Ⅲ e-SWB普及に関するポイント

このように，普及が進んでいない e-SWBであるが，今後，運送書類は，海上運送状

から e-SWBへと大きくシフトしていくのではないかと予想する。その理由は，以下に

あげる 3つのポイントが e-SWBの普及に影響を与えると考えているからである。

1．e-SWBの相対的優位性

e−SWBの使用は，紙の海上運送状と比べた場合，取引の効率性を上昇させ，そのコ

ストを削減させる。具体的には，第 6図の利便性が発生する。

このように，新しいイノベーションの性能や能力が以前の製品やプロセスよりも優れ

ているために，そのイノベーションが普及することは過去の研究で知られている

（Rogers, 2003）。この場合，そのイノベーション属性は，相対的優位性と呼ばれてい

る。相対的優位性とは，イノベーションが現状の製品やプロセスより優れていると認識

されている程度である（Rogers, 2003）。IT イノベーション（EDI や IOS）の普及に

も，このイノベーション属性が影響をあたえる。例えば，「貿易取引の電子化」の採用

要因を調査した研究においては，相対的優位性が，プラットフォーム・ビジネスである

ボレロの採用に影響を与えたという研究結果が報告されてい
16

る。以上から，e-SWBの

持つ相対的優位性によって，e-SWBは今後普及していくと考える（第 7図を参照）。

────────────
１６ 拙稿（2004年）「『貿易取引の電子化』の採用要因に関する研究－bolero.netの事例研究を中心に－」
『日本貿易学会年報』第 41号を参照。

第 6図 e−SWBの利便性 第 7図 e−SWBの相対的優位性とその普及
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2．電子化に対する国際的な圧力（サプライチェーン・セキュリティ・プログラムの浸

透と WCOの方策）

漓サプライチェーン・セキュリティ・プログラムの浸透

米国同時多発テロ事件を契機に，米国は，国際物流に対するテロの対策を開始し，

様々なサプライチェーン・セキュリティ・プログラム（CSI・C-TPAT・24時間前事前

申告ルール）を次々と打ち出している。これらのプログラムは，情報技術（IT）を利用

して，セキュリティの確保と貿易手続きの効率化を目指すものである。

まず，CSI（Container Security Initiative）とは，輸入コンテナ貨物のセキュリティ・

プログラムである。本来であれば，輸入国である米国港で実施すべきセキュリティ・チ

ェックを，輸出国へ米国の税関担当者を派遣した上で，米国到着前に行うとともに，固

体識別技術を含む IT 開発を行うことを包括的に定めた政府計画である。2002年 3月に

カナダのハリファックス港，モントリオール港，バンクーバー港と米国のニューヨーク

／ニューアーク港，シアトル港，タコマ港との間で，二国の税関検査官の相互派遣が開

始された。

次に，C-TPAT（The Customs-Trade Partnership Against Terrorism）とは，米国の輸入

者が，米国関税局の示すガイドラインに沿って自らのサプライチェーン・セキュリティ

・コンプライアンスプログラムを策定し，関税局と協力しながら運用していくボランタ

リー・プログラムである。関税局の審査によって参加が認められれば，迅速な輸入通

関，低い貨物抜取検査率等の優遇措置が与えられることとなる。一方，当局は，プログ

ラム参加者のサプライチェーンを把握することにより，セキュリティ確保を円滑に行う

ことが可能とな
17

る。

また，24時間前ルール（Presentation of Vessel Cargo Declaration to Customs Before Cargo

is Laden Aboard Vessel at Foreign Port for Transport to the United States）とは，船会社ま

たは NVOCC（Non-Vessel Operating Common Carrier；非船舶運航業者）に対し，輸出

貨物搬入の 24時間前までに米国税関へ，マニフェスト（貨物目録等）の提出を義務づけ

るというものである。その申告事項としては 14項目が求められている。また，その申

告には，AMS（Automated Manifest System）を利用した電子申告が義務付けられている。

これら 3つのプログラムの中で，直接的に運送書類の電子化と関連があるプログラム

は，米国では 24時間前ルールと呼ばれる事前申告ルール（Advanced Information Rule）

である。米国以外の国々においても，その導入は進められている（第 1表を参
18

照）。例

えば，カナダでは，コンテナ貨物の場合，その申告時期がカナダ向け船積み 24時間前
────────────
１７ 日本機械輸出組合『あらたな貿易手続電子化の動向とわが国機械業界の対応』昌文社，2003年，46−47

ページを参照。
１８ 関税・外国為替等審議会（2005）「平成 18年度関税改正検討項目について（入港関係書類についての事

前報告の義務化について）」，17ページを参照。

電子海上運送状（e-SWB）の普及について（長沼） （ 227 ）７７



であり，バルク貨物の場合，カナダへの

到着 24時間前となっている。その申告

の方法は，カナダ税関・歳入庁（CRA）

に電子情報を提出することになってい
19

る。次に，韓国では，韓国への到着 24

時間前（近隣地域からは到着前）に，韓

国貿易情報通信（KTNET）に電子情報

を申告することが義務付けられてい
20

る。

また，EUにおいては，事前提出の義務

付けに関して関税法が改正されているが，実施には至っていない。申告時期について

は，当初，EUの域内税関の「到着 24時間前」になっていたが，2005年 10月以降のル

ール案では，米国の 24時間ルールと同様に，「船積み 24時間」と変更されている。

日本においても，2006年 3月に，入港関係書類の事前申告の義務化が盛り込まれた

「関税定率法等の一部を改正する法律案」が成立した（関係法令は関税法 15条であ

る）。事前申告の方法については，書類と電子情報の両方が可能となっている。しかし

ながら，今後，各国の情勢を鑑みると，将来的には Sea-NACCSを利用した電子情報で

の義務化が施行されると考える。

滷WCOの方策

さらに，国際機関の動きとしては，WCO（World Customs Organization）が国際物流

のセキュリティ強化と取引の迅速化・効率化を両立させるための方策を検討している。

その成果として，2005年 6月，「国際貿易の安全確保および円滑化のための基準の枠組

み（以下では，WCO基準の枠組み）」（Framework of Standards to Secure and Facilitate

Global Trade）を発表した。これは，4つのエレメントと 2つのピラーから構成されて

いる
21

が，事前申告ルールに関しては，第 1のエレメントにおいて，「輸出入および通過

貨物に関する事前電子貨物情報要件を調和させる」と記述されている。つまり，今後，

各国で事前電子申告ルールが採用されていくことが予想されるが，それらの規格の標準

────────────
１９ CRAの HP, http : //www.cra-arc.gc.ca/（2007/10/10）を参照。
２０ KTNET の HP, http : //homepage.ktnet.co.kr/ktnet（2007/10/10）を参照。
２１「基準の枠組み」における 4つのエレメントと 2つのピラーとは以下の通りである。まず，4つのエレ

メントとは，漓輸出入および通過貨物に関する事前電子貨物情報要件を調和させる。滷安全確保に関す
る脅威に取組むために，整合的なリスク管理アプローチの利用にコミットする。澆受入国の妥当な要請
により，仕出国の税関当局が，望ましくは大型 X 線装置，放射線検知器のような非破壊探知機器を使
用して，ハイリスクコンテナおよび輸出貨物の輸出検査を行う。潺最低限のサプライチェーン安全基準
およびベストプラクティスに適合する民間に対して税関が与えるベネフィットを明確にする。次に，2
つのピラーとは，漓税関相互の協力滷税関と民間とのパートナーシップである。日本機械輸出組合・部
会・貿易業務グループ（2006）「WCOの『民間との協議グループ』第一回会合参加報告」を参照。

第 1表 各国における事前報告を行う時期

船舶（海上貨物）

米国 米国向け船積み 24時間前

カナダ
カナダ向け船積み 24時間前（コンテナ）
カナダへの到着 24時間前（バルク）

韓国
韓国への到着 24時間前
近隣地域からは到着前

EU EU向け船積み 24時間前

注：EUについては，現段階の案であり，その施
行時期も未定である。
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化や条件の調和を図っていこうというものである。このように，サプライチェーン・セ

キュリティ・プログラムのコンセプトは，WCO基準の枠組みにも取り入れられ，世界

的なコンセンサスになりつつあ
22

る。

以上みてきたように，米国のサプライチェーン・セキュリティ・プログラムは，運輸

セキュリティの強化と貿易手続きの効率化を目的としているが，その実施には，IT イ

ンフラの整備と構築が必要不可欠になっている。そして，このプログラムのコンセプト

は，世界的なコンセンサスになりつつあり，日本もその実施を進めている。結果とし

て，このプログラムの浸透は，e−SWBの普及を促進すると考える。

3．海上運送状の電子化への適合性

海上運送状には，以下の 2点から，電子化への適合性があると考える。

第一に，海上運送状は，権利証券ではないので，その電子化システムが比較的容易で

あることが指摘されてい
23

る。この点については，荷主である企業も同じ意見をもってい
24

る。実際に，以下の二つの調査でも同様の結果が出ている。それらの調査とは，UNC-

TAD 調査（2003）と長沼調査（2005 a）である。まず，UNCTAD 調査（2003）では，

流通証券（船荷証券）よりも，非流通証券（海上運送状や記名式船荷証券）の方が電子

化しやすいと思うかという質問に対して，85％の企業が非流通証券の方が電子化しや

すいと答えている（第 8図を参照）。

────────────
２２ 拙稿（2007）「日本における事前申告ルールの導入と e-Tradeの進展」『日本貿易学会年報』第 44号を

参照。
２３ 新堀聰（2001），前掲書，223−225ページ，Richardson, J. & Kohlhaussen, M.,（2000）Waybill system could

promote international e-commerce,Journal of Commerce, pp. 9.
２４ 拙稿（2006）「サプライチェーン・セキュリティ・プログラムの進展と e-Tradeの発展」『日本貿易学会

年報』第 43号，232−240ページを参照。

第 8図 電子運送書類に対する UNCTAD の質問と回答
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また，長沼調査（2005 a）では，船荷証券と比べて，海上運送状の方が電子化しやす

いかという質問に対して，47％の企業は，海上運送状の方が電子化しやすい（「とても

簡単」もしくは「やや簡単」）と答えている（第 9図を参照）。

第二に，e-SWBは，電子船荷証券に比べて，法的なルールを形成しやすい。e-SWB

を使用するためには利用契約書へのサインが必要となるが，これは，信頼関係のない当

事者では使用しにくいと考える。なぜならば，日本の法律に存在しない運送書類を使用

することは危険性も含んでいるからである。ところが，同じように，日本法に存在しな
25

い海上運送状は普及に成功している。この点について，長沼（2005 a）では，海上運送

状の採用に「取引の依存性」が影響し，海上運送状の多くは関連企業やグループ企業の

取引で使用されていることを指摘している。このような企業間では，当事者間に信頼関

係や資本関係が存在するので，利用に関する合意が得やすいのである。つまり，当事者

の合意によって海上運送状を使用している当事者間では，e-SWBを使用する合意が得

やすく，e-SWBの法的なプラットフォームへの参加が比較的容易であることが考えら

れる。

実際に，上記した資材メーカー C社では，海上輸送の多く（全取引の 99％）で海上

運送状を使用しているが，海上運送状から e-SWBへと切り替える際には，メールで取

引相手に簡単な報告をしただけであった。C社の取引相手の多くは関連企業やグループ

企業であり，その他の企業は長年取引を続けている企業であった。

このように，海上運送状には電子化への適合性（漓権利証券ではないのでシステムが

簡便で良い滷ルールの合意が容易である）があるために，海上運送状の電子化は，船荷

────────────
２５ 海上運送状は運送人が作成・発行する書類であって，日本の商法第 570条の規定により荷送人が作成・

発行する運送状とは異なる。したがって厳密に言えば，日本法には規定がないことになる。新堀聰，前
掲書，1993年，171ページを参照。

第 9図 海上運送状の電子化に関する回答
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証券の電子化よりも進んでいくと考える。

Ⅳ 結論と今後の課題

1．結論と今後の展望

以上みてきたように，近年，普及が進む海上運送状を電子化する動きがある。現時点

では，その使用率は高くはないが，将来的には，上述した 3つのポイントを理由に，日

本の運送書類の多くが e-SWBにシフトしていく可能性があると考える（第 10図を参

照）。それらのポイントとは，漓相対的優位性滷電子化に対する国際的な圧力（サプラ

イチェーン・セキュリティ・プログラムの浸透と WCOの施策）澆海上運送状の電子化

への適合性である。

今後，e-SWBを浸透させるためには，政府と民間が一体となり，その普及に努める必

要があると考える。具体的には，まず，電子的な運送書類が使用できるように，法的な

環境整備を進める必要がある。上述したように，日本には，e-SWBに関する法律が存

在しないので，e-SWBの普及を進めるためには，国内の法律（商法や国際海上物品運

送法）を改正する必要がある。次に，e-SWB規格の乱立から生じる多端末状態を防ぐ

ためにも，e-SWBの技術的な標準化を図るべきである。その方策としては，船会社や

プラットフォーム・ビジネスが e-SWBに関するコンソーシアムの形成し，技術的な標

準化を推進するべきであると考える。さらに，e-SWBのようなグローバルな IT イノベ

ーションを普及させるためには，各国の政府や銀行・企業が綿密な連携を取り，共通的

な制度環境を整えていく必要がある。具体的には，国連が進めている UNCTRAL 物品

運送条約案に対して，日本も積極的に参加し，その成立に努力するべきであると考える。

第 10図 運送書類の変遷と 3つのポイント
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これらの方策（第 11図を参照）をとることで，

双方向性（interactivity）を有す
26

る e-SWBは，クリ

ティカル・マ
27

スに到達し，一気に普及していくこと

が予想される。

2．今後の課題

今後の課題として以下の 2点を考えている。ま

ず，e-SWBの使用について，企業への調査を進め

る予定である。今回，船会社 2社と荷主（メーカーと商社）2社に聞き取り調査を行っ

たが，これでは全体の傾向を捉えたとはいえない。今後，さらに多くの企業（船会社と

日本荷主協会に所属する企業）から e-SWBの使用について聞き取り調査を行う予定で

ある。次に，e-SWB普及に関する 3つのポイント（仮説）を検証することである。本

論文では，e-SWBの普及が進む理由として，3つのポイント（仮説）を提示している

が，これらが e-SWBの普及にどの程度影響を与えているかという点を，調査（聞取り

調査やアンケート調査）によって検証していく予定である。
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